
参考

１．相談件数の推移
（件、％）

２５年度 ２６年度

311 285
(100.0) （100.0)

191 160
(61.4) （56.1)
54 60

(17.4) （21.1)
66 65

　 (21.2) （22.8)

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　図１　平成１７年度の相談件数の内訳　　　

２．相談の内訳

３．労働者からの相談の内訳

４．個別紛争解決援助件数

２５年度 ２６年度

労働局長の援助 8 10

調　停 2 1

平成２６年度　男女雇用機会均等法に関する相談状況

相談計

労働者

事業主

その他

第５条関係

（募集・採用）, 

16件（5.6%）

第６条関係

（配置・昇進・

教育訓練）, 

6件（2.1%）

第７条関係

（間接差別）, 

7件（2.5%）

第９条関係

（妊娠・出産不

利益取扱い）, 

48件（16.8%）

第11条関係

（ｾｸｼｭｱﾙﾊﾗｽ

ﾒﾝﾄ）

163件（57.2%）

第12・13条関

係（母性健康

管理）, 

25件（8.8%）

第14条関係

（ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｱｸ

ｼｮﾝ）, 

7件（2.5%）

その他, 

13件（4.6%）

平成26年度

相談件数

（ 285件）

(注） ｢その他｣欄には、賃金・労働時間・深夜業の男女均等取扱い等に関する相談が含まれている。

２６年度

（１６０件）

２５年度

（１９１件）

募集・採用

4

(2.5%)

3

(1.9%)

配置・昇進・教育訓練等

4

(2.1%)

定年・退職・解雇

1

(0.5%)

27

(16.9%)

妊娠・出産

不利益取扱い

26

(13.6%)

113

(70.6%)

セクシュアルハラスメント

134

(70.2%)

8

(5.0%)

母性健康

管理

17

(8.9%)

5

(3.1%)

その他

9

(4.7%)



参考

(件、％)

４．個別紛争解決援助件数

労働局長の援助

相談計
1,093 578

平成２６年度 育児・介護休業法に関する相談状況

１．相談件数の推移

25年度 26年度

労働者
165 157

(100.0) (100.0)

(15.1) (27.2)

事業主
831 370

その他
97 51

(76.0) (64.0)

(8.9) (8.8)

25年度 26年度

3 8

育児休業制度

（128件）
22.1%

所定外労働の制限

（35件）
6.1%

勤務時間の短縮等

措置（育・介）

（119件）
20.6%

子の看護休暇

（46件)
8.0%

介護休業制度

(37件)
6.4%

介護休暇

(40件)
6.9%

深夜業の制限

（育・介）

(38件)
6.6%

時間外労働の制限

（育・介）(41件)
7.1%

不利益取扱い

（育・介）(30件）
5.2%

その他

(64件）
11.1%

２．相談の内訳

３．労働者からの相談の内訳

平成26年度
相談件数

（578件）

48
(30.6%) 

育児休業制度
46(27.9%) 

20
(12.7%) 

不利益取扱い

（育・介）

16(9.7%) 

13
(8.3%) 

子の

看護休暇

14(8.5%) 

4
(2.5%) 

介護

休業

6(3.6%) 

8
(5.1%) 

介護

休暇

6(3.6%) 

12
(7.6%) 

所定外労働

の制限

11(6.7%) 

6
(3.8%) 

時間外労働

の制限

（育・介）
9(5.5%) 

7
(4.5%) 

深夜業の

制限

（育・介）
10(6.1%) 

25
(15.9%) 

勤務時間の

短縮等措置

（育・介）
30(18.2%) 

14
(8.9%) 

その他
17(10.3%) 
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